
係

が甲冑製作や甲冑を着

幼

用した行事に参加する

児

際に、刈谷の歴史につ

園

いて興味が広がるよう

係

、歴史に触れる機

会や、刈谷城や先人の知恵について話を聞くなどの行事の内容の工夫をしていく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 行事実施回数（回） 65 64 99 66 66
指標

指標
　刈谷市独自事業

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,457 1,323 3,705 1,600 合計 3,704,915 円
需用費 2,763,035 円

財
　
源

特定財源 1,000 1,000 1,500 1,000 委託料 778,580 円
使用料及び賃借料 163,300 円

一般財源 457 323 2,205 600

職員人件費　② 2,778 2,773 2,688 2,712

総事業費（①＋②） 4,235 4,096 6,393 4,312

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 児童福祉事業費寄附金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安全

基本施策 次世代

和

育成・子育て支援
施策

２

体系
施策の内容 保育・

年

幼児教育の充実

目
　
　

度

　
的

　刈谷城が築城さ

評

れた1533年（戦国

価

時代）当

主
た
る
内
容

　

）

市内公私立保育園及び

刈

公立幼児園の5歳児を

谷

時の時代背景や出来事

市

、刈谷城に対する考え

事

対象に、ダンボール（

務

厚紙）製の甲冑を製作

事

方や歴代藩主によるま

業

ちづくり等に思いを巡

評

し、園の行事等で活用

価

する。
らせ、未来を担

シ

う子ども達が先人の知

ー

恵や生
き方を学ぶこと

ト

により、刈谷市の未来

（

を紡ぎ
出す。

位
置
づ
け

様

関連計画

根拠法令

対象

式

者 保育園児及び幼児園

１

児 事業期間 平成２５年

）

度 ～

実施方法 ■直営　

会

■委託　□指定管理　

計

□補助・助成　□その

名

他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

３０年度実績 元年

一

度実績 ２年度実績 ３年

般

度計画

・甲冑製作 ・甲

会

冑製作 ・甲冑製作 ・甲

計

冑製作
  保育園15

チ

園　幼稚園16園 　保

ビ

育園16園　幼稚園1

ッ

6園 　保育園18園　

コ

幼児園16園 　保育園

甲

18園　幼児園15園

冑

・各園行事実施 ・各園

事

行事実施 ・甲冑行列 ・

業

各園行事実施
  保育

担

園　30回 　保育園　

当

32回 　保育園15園

課

　幼児園16園 　保育

子

園　36回
　幼稚園　

ど

35回 　幼稚園　32

も

回 ・各園行事実施 　幼

課

児園　30回
　保育園

款

　51回
　幼児園　4

項

8回
※保育園費及び幼

目

稚園費のチ
　ビッコ甲

担

冑製作事業を一本
　化

当

　各園で甲冑製作をし

係

、チビッコ甲冑行列を

施

開催することで刈谷城

設

築城当時の歴史を学ぶ

係

ことができた。また、

3

運動会や

成果
地域の行

2

事への参加し、デイサ

1

ービス訪問、老人ホー

保

ム訪問など、2回以上

育

行事で活用することが

園

できた。

　子どもたち



幼児園係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　甲冑

令

製作をしながら、刈谷

和

の歴史についての話を

３

するこ
・法的業務

高い

年

とで、刈谷や地区の歴

度

史にふれることができ

（

る。また、自
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

分自身で甲冑を作るこ

２

とで製作を楽しむ機会

年

となっている｡
・市民

度

生活上必要である　な

評

ど

　寄付金を活用する

価

ことで事業費を抑制す

）

ることができる
・コス

刈

トの節減、費用対効果

谷

普通
。また、当該事業

市

を実施することで、各

事

園と地区の住民が
効率

務

性 ・執行体制の効率性

事

連携して地域に根ざし

業

た活動ができる。
・手

評

段の最適性　など

　刈

価

谷市内の全5歳児が同

シ

じ活動を行い、刈谷市

ー

の歴史や文
・市が主体

ト

となって実施する
高い

（

化を学ぶ事を通して、

様

刈谷市に愛着を持てる

式

子どもを増や
妥当性 　

２

べき事業であるか すこ

）

とができるため、市が

会

主体となって実施して

計

いくこと
・総合計画と

名

の整合性　など が望ま

担

しい事業である。

　試

当

したり工夫したりして

部

製作する力が育まれ、

次

教育の充

施策への ・施

世

策への貢献度
高い

実に

代

貢献している。また、

育

甲冑を着用して行事に

成

参加する
・目標達成度

部

ことで、地域交流にも

一

貢献している。
貢献度

般

・市民サービスへの効

会

果　など

今後の方向性

計

□拡充　■現状維持　

チ

□改善・効率化　□縮

ビ

小　□終期設定　□休

ッ

止・廃止

　毎年5歳児

コ

が甲冑製作を通して、

甲

刈谷や地区の歴史にふ

冑

れることができるよう

事

に、課題を改善しなが

業

ら引き続き実施
してい

担

く。

当課 子

Ｃ
 
　

ど

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

も

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 施設係

3 2 1 保育園係



2 1 施設係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,720 0 合計 2,720,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,720,000 円

一般財源 0 0 2,720 0

職員人件費　② 0 0 1,120 0

総事業費（①＋②） 0 0 3,840 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安全

基本施策 次世代

和

育成・子育て支援
施策

２

体系
施策の内容 保育・

年

幼児教育の充実

目
　
　

度

　
的

　新型コロナウイ

評

ルス感染症対策として

価

、愛

主
た
る
内
容

〇私立

）

認可保育所及び私立幼

刈

稚園
知県の緊急事態宣

谷

言下にあっても、保育

市

事業 　1施設当たり1

事

0万円
を継続した民間

務

児童福祉施設等に対し

事

て支援 〇認可外保育所

業

及び事業所内保育所
金

評

を交付し、職員の福利

価

厚生等の充実を図る｡

シ

　職員数が21人以上

ー

　1施設当たり20万

ト

円
　職員数が11人～

（

20人　1施設当たり

様

10万円
　職員数が6

式

人～10人　1施設当

１

たり5万円
　職員数が

）

5人以下　1施設当た

会

り3万円

位
置
づ
け

関連

計

計画

根拠法令 民間児童

名

福祉施設等支援金交付

担

要綱

対象者 事業期間 ～

当

実施方法 ■直営　□委

部

託　□指定管理　□補

次

助・助成　□その他

世代育成部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

民

３０年度実績 元年度実

間

績 ２年度実績 ３年度計

児

画

　 　 ・認可保育所　

童

9施設 　
　 　 ・私立幼

福

稚園　2施設 　
　 　 ・

祉

認可外保育所　22施

施

設 　
　 　 　
　　　――

設

――――― 　　　――

等

――――― 　　　――

支

―――――

新型コロナ

援

ウイルス感染症の感染

事

が拡大する中、児童を

業

保育した保育所、幼稚

担

園その他の児童福祉施

当

設の職員への慰労を

成

課

果
目的として、当該児

子

童福祉施設を運営する

ど

事業者に対し支給する

も

ことができた。

コロナ

課

禍において保育を継続

款

する施設に対し、運営

項

方法の聞き取りを行う

目

等、引き続き注視して

担

いく必要がある。

課題

当

指標名称（単位）
実績

係

値 目標値

３０年度 元年

管

度 ２年度 ３年度 ５年度

理

活動 施設数（箇所） ー

係

33 ー
指標
活動
指標

他

3

市との
比較検証



1 施設係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

・法的

令

業務
必要性 ・市民ニー

和

ズ、社会需要
・市民生

３

活上必要である　など

年

・コストの節減、費用

度

対効果
効率性 ・執行体

（

制の効率性
・手段の最

令

適性　など

・市が主体

和

となって実施する
妥当

２

性 　べき事業であるか

年

・総合計画との整合性

度

　など

施策への ・施策

評

への貢献度
・目標達成

価

度
貢献度 ・市民サービ

）

スへの効果　など

今後

刈

の方向性 □拡充　□現

谷

状維持　□改善・効率

市

化　□縮小　□終期設

事

定　□休止・廃止

務事業評

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

価

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

シ

評
　
価
　
∨

ート （様式２）

会計名 担当部 次世代育成部

一般会計
民間児童福祉施設等支援事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 管理係

3 2



位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 62,983 62,978 64,271 72,846 合計 64,271,303 円
需用費 33,745,396 円

財
　
源

特定財源 8 10 10 10 役務費 1,840,679 円
委託料 12,842,910 円

一般財源 62,975 62,968 64,261 72,836 使用料及び賃借料
12,942,718 円

職員人件費　② 3,781 3,774 3,658 3,691 備品購入費 2,899,600 円

総事業費（①＋②） 66,764 66,752 67,929 76,537

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

令

代育成・子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 保育

２

・幼児教育の充実

目
　

年

　
　
的

　公立保育園の

度

円滑な維持管理を行う

評

ため、

主
た
る
内
容

　光

価

熱水費、修繕料、各種

）

の委託料、土地借
施設

刈

設備の保全に努め、保

谷

育園児の快適な生 上料

市

等を支払い、円滑に保

事

育園を維持管理す
活環

務

境を維持する。 る。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

業

法令  

対象者 保育園児

評

事業期間 ～

実施方法 ■

価

直営　■委託　□指定

シ

管理　□補助・助成　

ー

□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　

名

業
　
実
　
績

３０年度実

担

績 元年度実績 ２年度実

当

績 ３年度計画

光熱水費

部

、修繕料、各種委託 光

次

熱水費、修繕料、各種

世

委託 光熱水費、修繕料

代

、各種委託 光熱水費、

育

修繕料、各種委託
料、

成

土地借上料等を支払い

部

円 料、土地借上料等を

一

支払い円 料、土地借上

般

料等を支払い円 料、土

会

地借上料等を支払い円

計

滑に保育園を維持管理

保

した。 滑に保育園を維

育

持管理した。 滑に保育

園

園を維持管理した。 滑

管

に保育園を維持管理す

理

る。

　円滑に保育園を

事

管理することができた

業

。

成果

　今後も園児の

担

快適な生活環境を維持

当

するよう努めていく必

課

要がある。また、燃料

子

費の高騰、夏季の高温

ど

化に伴う光熱水

費、樹

も

木の高木化による剪定

課

委託料、施設・設備の

款

老朽化による修繕料等

項

の増加が予想される。

目

課題

指標名称（単位）

担

実績値 目標値

３０年度

当

元年度 ２年度 ３年度 ５

係

年度

 
指標

 
指標

 
他

施

市との
比較検証

設係

3 2 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

・法的業務
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要
・市民

和

生活上必要である　な

３

ど

・コストの節減、費

年

用対効果
効率性 ・執行

度

体制の効率性
・手段の

（

最適性　など

・市が主

令

体となって実施する
妥

和

当性 　べき事業である

２

か
・総合計画との整合

年

性　など

施策への ・施

度

策への貢献度
・目標達

評

成度
貢献度 ・市民サー

価

ビスへの効果　など

今

）

後の方向性 □拡充　□

刈

現状維持　□改善・効

谷

率化　□縮小　□終期

市

設定　□休止・廃止

事務事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

評

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

価

　
評
　
価
　
∨

シート （様式２）

会計名 担当部 次世代育成部

一般会計
保育園管理事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

3 2 3



5 41,161 0 合計 41,160,800 円
報償費 38,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 220,000 円
工事請負費 40,902,400 円

一般財源 2,662 475 41,161 0

職員人件費　② 2,083 2,850 2,762 2,787

総事業費（①＋②） 4,745 3,325 43,923 2,787

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

令

代育成・子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 幼稚

２

園・保育園の整備・充

年

実

目
　
　
　
的

　待機児

度

童の解消及び良好な保

評

育環境の充実

主
た
る
内

価

容

　重原幼児園が住吉

）

幼児園と統合されるこ

刈

と
を図る。 に伴い、重

谷

原幼児園跡地を保育園

市

として整備
する。

位
置

事

づ
け

関連計画

根拠法令

務

対象者 保育園児、保護

事

者 事業期間 平成２９年

業

度 ～ 令和３年度

実施方

評

法 ■直営　■委託　□

価

指定管理　■補助・助

シ

成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

３０年

名

度実績 元年度実績 ２年

担

度実績 ３年度計画

・保

当

育園用地の管理 ・保育

部

園用地の管理 ・敷地造

次

成の実施 ・民設民営に

世

よる保育園の整
・敷地

代

測量 　 ・民設民営に

育

関するプロポー 　備
　

成

（当初計画） 　ザルの

部

実施
（当初計画） ・園

一

舎取壊し
・敷地測量
・

般

敷地造成の実施
・民設

会

民営に関するプロポー

計

　ザルの実施

保育園を

保

新設し、定員を拡張す

育

ることで、待機児童の

園

解消と保育環境の充実

整

が図られる。

成果

R4

備

.4.1に開園するた

事

めの工事等の進捗管理

業

を定期的に行う必要が

担

ある。

課題

指標名称（

当

単位）
実績値 目標値

３

課

０年度 元年度 ２年度 ３

子

年度 ５年度

活動 施設整

ど

備率（％） 0.0 0.

も

0 30.0 100.0

課

100.0
指標
活動
指

款

標
市独自事業

他市との

項

比較検証

目 担当係 施設係

3

Ｃ
　
事
　
業

2

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

3

円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,662 47



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　民間保育園の事業・建設

令

に対して補助を行うこ

和

とにより
・法的業務

高

３

い
、保育環境の充実化

年

や待機児童解消に向け

度

ての対応が図ら
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要 れているので、必要

和

性の高い事業と言える

２

。
・市民生活上必要で

年

ある　など

　市に必要

度

な保育園の建設や運営

評

を民間園が行うことで

価

、
・コストの節減、費

）

用対効果
高い

待機児童

刈

への早急かつ効率的な

谷

対応ができる。
効率性

市

・執行体制の効率性
・

事

手段の最適性　など

　

務

民間保育園の事業や保

事

育環境を充実するため

業

に市の関与
・市が主体

評

となって実施する
高い

価

が妥当である。
妥当性

シ

　べき事業であるか
・

ー

総合計画との整合性　

ト

など

　刈谷市内の民間

（

保育園の整備、充実に

様

寄与している。

施策へ

式

の ・施策への貢献度
高

２

い・目標達成度
貢献度

）

・市民サービスへの効

会

果　など

今後の方向性

計

□拡充　■現状維持　

名

□改善・効率化　□縮

担

小　□終期設定　□休

当

止・廃止

民間保育園の

部

整備・運営等に支援や

次

補助を行い、職員の処

世

遇向上や保育環境の向

代

上、待機児童の解消を

育

図る｡

成部

一

Ｃ
 

般

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

会

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

計
保育園整備事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

3 2 3



3

31

総事業費（①＋②） 0 0 0 324,456

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 次世代育成・子

和

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 幼稚園・保育園

年

の整備・充実

目
　
　
　

度

的

　目的

主
た
る
内
容

　

評

主たる内容
　老朽化に

価

よる建物の損耗や機能

）

低下の復旧 　築４０年

刈

が経過し老朽化した園

谷

舎に、大規
を目的とす

市

る大規模な改造工事を

事

行い、施設 模な改造工

務

事を行い、施設の延命

事

化及び予防
の保全及び

業

保育環境の改善を図る

評

。 的な保全を行う。

位

価

置
づ
け

関連計画

根拠法

シ

令

対象者 事業期間 令和

ー

３年度 ～ 令和３年度

実

ト

施方法 ■直営　□委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

次

０年度実績 元年度実績

世

２年度実績 ３年度計画

代

　 　 　 ・大規模改造工

育

事
　 　 　
　 　 　
　 　 　

成

　　　―――――――

部

　　　―――――――

一

　　　―――――――

般

新型コロナウイルスの

会

影響により、令和２年

計

度実施から令和３年度

慈

実施へ変更した。

成果

友

新型コロナウイルス対

保

策をしながら、滞りな

育

く工事を行う必要があ

園

る。

課題

指標名称（単

大

位）
実績値 目標値

３０

規

年度 元年度 ２年度 ３年

模

度 ５年度

活動 整備進捗

改

率（％） 100.0
指

造

標
活動
指標

他市との
比

事

較検証

業
担当課 子ども課

Ｃ
　
事
　
業
　

款

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

項

３０年度 元年度 ２年度

目

３年度 ２年度

（決算）

担

（決算） （決算） （予

当

算） 事業費内訳

事業費

係

　① 0 0 0 323,0

施

25 合計 0 円

財
　
源

設

特定財源 0 0 0 246

係

,300

一般財源 0 0

3

0 76,725

職員人

2

件費　② 0 0 0 1,4



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　良好な教育・

令

保育環境を提供するた

和

めに、必要性の高い
・

３

法的業務
高い

事業であ

年

る。
必要性 ・市民ニー

度

ズ、社会需要
・市民生

（

活上必要である　など

令

　夏休みに集中的に工

和

事を行うことで、仮設

２

園舎の規模を
・コスト

年

の節減、費用対効果
普

度

通
縮小してコストを抑

評

え、園の運営に配慮で

価

きた。
効率性 ・執行体

）

制の効率性
・手段の最

刈

適性　など

　老朽化し

谷

ていた施設を改修して

市

教育・保育環境を向上

事

さ
・市が主体となって

務

実施する
高い

せる事業

事

であり、市の全体的な

業

関与が必要である。
妥

評

当性 　べき事業である

価

か
・総合計画との整合

シ

性　など

　保育園の整

ー

備・充実に寄与してい

ト

る。

施策への ・施策へ

（

の貢献度
高い・目標達

様

成度
貢献度 ・市民サー

式

ビスへの効果　など

今

２

後の方向性 □拡充　□

）

現状維持　□改善・効

会

率化　□縮小　□終期

計

設定　■休止・廃止

　

名

事業完了に伴い廃止。

担当部 次

Ｃ
 
　
Ｈ
 

世

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

代

∧
　
評
　
価
　
∨

育成部

一般会計
慈友保育園大規模改造事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

3 2 3



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 1,025,701 1,193,919 1,622,736 合計 1,193,919,126 円
委託料 1,000,726,341 円

財
　
源

特定財源 0 704,996 770,340 987,662 負担金、補助及び
交付金 193,192,785 円

一般財源 0 320,705 423,579 635,074

職員人件費　② 3,318 1,771 3,210 3,239

総事業費（①＋②） 3,318 1,027,472 1,197,129 1,625,975

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 子どものための教育・保育給
付交付金

４年度以降の事業費見込 0 施設型給付費・保育給付費等
負担金　　　　　　　　　　

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 次世代育成・子育

和

て支援
施策体系

施策の

２

内容 保育・幼児教育の

年

充実

目
　
　
　
的

　保育

度

に係る費用を委託料及

評

び補助金として

主
た
る

価

内
容

　私立保育所に運

）

営を委託するとともに

刈

、次
交付することで、

谷

保育士等の処遇向上や

市

施設 に掲げる費用の補

事

助を行う。
の運営改善

務

等保育環境の向上を図

事

る。 〇職員処遇費
〇1

業

歳児保育事業費
〇産休

評

等代替職員設置費
〇保

価

健師等設置費
〇障害児

シ

保育事業費
〇祝日保育

ー

事業費
〇管理費
〇借入

ト

金返済費
〇緊急地震速

（

報受信装置設置費
〇嘱

様

託医設置費　他5経費

式

位
置
づ
け

関連計画 第２

１

期刈谷市子ども・子育

）

て支援事業計画

根拠法

会

令 子ども・子育て支援

計

法、刈谷市私立保育所

名

運営費等補助金交付要

担

綱　等

対象者 特定教育

当

・保育施設、地域型保

部

育事業者 事業期間 ～

実

次

施方法 □直営　■委託

世

　□指定管理　■補助

代

・助成　□その他

育成部

一般会計
私立

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

保

０年度実績 元年度実績

育

２年度実績 ３年度計画

所

・運営委託 ・運営委託

運

・運営委託 ・運営委託

営

・運営補助　 ・運営補

支

助 ・運営補助　 ・運営

援

補助　
※元年度まで民

事

間保育所運営
　支援事

業

業にて実施

　私立保育

担

所に委託や補助をする

当

ことで、安定した施設

課

運営を続けることがで

子

きた。

成果

　子ども・

ど

子育て支援交付金、保

も

育対策総合支援事業費

課

補助金等の国県補助内

款

容の動向に注意が必要

項

である。

課題

指標名称

目

（単位）
実績値 目標値

担

３０年度 元年度 ２年度

当

３年度 ５年度

活動 委託

係

保育園数（園） 7 7 9

管

10 11
指標
活動 待機

理

児童数（人） 8 11 1

係

1 4 0
指標 （実績値は

3

各年度4月1日現在）

2

他市との
比較検証

3



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　私立保育所に対

令

して補助を行うことに

和

より、保育環境の
・法

３

的業務
高い

充実化や待

年

機児童解消に向けての

度

対応が図られているの

（

で
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 、必要性の

和

高い事業と言える。
・

２

市民生活上必要である

年

　など

　市に必要な保

度

育所の建設や運営の一

評

部を私立保育所が行
・

価

コストの節減、費用対

）

効果
高い

うことで、待

刈

機児童への早急かつ効

谷

率的な対応ができる。

市

効率性 ・執行体制の効

事

率性
・手段の最適性　

務

など

　私立保育所の事

事

業や保育環境を充実す

業

るために市の関与
・市

評

が主体となって実施す

価

る
高い

が妥当である。

シ

妥当性 　べき事業であ

ー

るか
・総合計画との整

ト

合性　など

　刈谷市内

（

の私立保育所の運営、

様

充実に寄与している。

式

施策への ・施策への貢

２

献度
高い・目標達成度

）

貢献度 ・市民サービス

会

への効果　など

今後の

計

方向性 □拡充　□現状

名

維持　□改善・効率化

担

　□縮小　□終期設定

当

　□休止・廃止

　今後

部

も私立保育所の運営等

次

に支援や補助を行い、

世

職員の処遇向上、待機

代

児童の解消を図る。

育成部

一

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

般

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

会

　
評
　
価
　
∨

計
私立保育所運営支援事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 管理係

3 2 3



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 470,833 241,582 461,261 合計 241,582,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 356,361 191,655 259,271 交付金 241,582,000 円

一般財源 0 114,472 49,927 201,990

職員人件費　② 0 1,540 2,986 3,013

総事業費（①＋②） 0 472,373 244,568 464,274

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 保育所等整備交付金（国）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 次世代育成・子育

和

て支援
施策体系

施策の

２

内容 幼稚園・保育園の

年

整備・充実

目
　
　
　
的

度

　私立保育所の建設費

評

等に対して補助を行う

価

主
た
る
内
容

○私立保育

）

所の建設費等補助
こと

刈

により、社会福祉法人

谷

等の積極的な保育
所運

市

営を促し、待機児童の

事

解消を図る。

位
置
づ
け

務

関連計画 第２期刈谷市

事

子ども・子育て支援事

業

業計画

根拠法令 児童福

評

祉法、保育所等整備交

価

付金交付要綱、刈谷市

シ

私立保育所施設整備費

ー

補助金交付要領

対象者

ト

事業者 事業期間 ～

実施

（

方法 □直営　□委託　

様

□指定管理　■補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

次

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

世

年度実績 元年度実績 ２

代

年度実績 ３年度計画

　

育

・城のうさぎ保育園建

成

設費等 ・ＡＬＬ４ＫＩ

部

ＤＳナーサリ ・（仮称

一

）ＹＭＣＡしげはら
　

般

　補助 　ースクール刈

会

谷建設費等補 　保育園

計

建設費等補助
　 ・こと

私

り保育園建設費等補助

立

　助 ・こぐま保育園園

保

舎改築及び
　 ※元年度

育

まで民間保育所運営 ・

所

こぐま保育園園舎改築

整

費等 　改修費補助
　　

備

　――――――― 　支

支

援事業にて実施 　補助

援

　私立保育所を新設す

事

ることにより、定員の

業

拡大が図られ、待機児

担

童が発生している状況

当

を緩和することができ

課

た。

成果

　幼児教育・

子

保育の無償化等による

ど

待機児童数の状況変化

も

や保育所等整備交付金

課

の国庫補助内容の動向

款

に注意が必要であ

る。

項

課題

指標名称（単位）

目

実績値 目標値

３０年度

担

元年度 ２年度 ３年度 ５

当

年度

活動 補助件数（件

係

） 0 2 2 2 0
指標
成果

管

待機児童数（人） 8 1

理

1 11 4 0
指標 （実績

係

値は各年度4月1日現

3

在）

他市との
比較検証

2 3



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　私立保育所の建

令

設費補助を行うことに

和

より、保育環境の
・法

３

的業務
高い

充実や待機

年

児童解消に向けての対

度

応が図られるため、必

（

要
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 性の高い事

和

業と言える。
・市民生

２

活上必要である　など

年

　市に必要な保育所の

度

建設を民間事業者が行

評

うことで、国
・コスト

価

の節減、費用対効果
高

）

い
庫補助を受けられる

刈

とともに、待機児童解

谷

消への早急かつ
効率性

市

・執行体制の効率性 効

事

率的な対応ができるた

務

め、費用対効果が高い

事

手段である
・手段の最

業

適性　など 。

　待機児

評

童の状況や保育環境を

価

充実するため、市が主

シ

体と
・市が主体となっ

ー

て実施する
高い

なって

ト

実施すべき事業である

（

。また、総合計画、子

様

ども・
妥当性 　べき事

式

業であるか 子育て支援

２

事業計画に位置付けら

）

れた取組である。
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど

　市内の私立保育所

名

の整備及び保育環境の

担

充実に寄与して

施策へ

当

の ・施策への貢献度
高

部

い
いる。

・目標達成度

次

貢献度 ・市民サービス

世

への効果　など

今後の

代

方向性 ■拡充　□現状

育

維持　□改善・効率化

成

　□縮小　□終期設定

部

　□休止・廃止

　今後

一

も私立保育所の新設や

般

保育環境を充実するた

会

めに、建設費補助を行

計

い、待機児童の解消を

私

図る。

立保育

Ｃ
 

所

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

整

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

備支援事業
担当課 子ども課

款 項 目 担当係 管理係

3 2 3



1

重点を置いている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,000 597,883 905,371 0 合計 905,371,239 円
需用費 8,283,853 円

財
　
源

特定財源 9,000 430,445 721,608 0 役務費 896,500 円
委託料 20,088,000 円

一般財源 0 167,438 183,763 0 工事請負費 858,698,400 円
備品購入費 17,404,486 円

職員人件費　② 1,466 1,463 1,419 0

総事業費（①＋②） 10,466 599,346 906,790 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金
住吉幼稚園移転新築事業債（

４年度以降の事業費見込 0 継続費逓次繰越）
前年度繰越金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 次世代育成・子

和

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 幼稚園・保育園

年

の整備・充実

目
　
　
　

度

的

　住吉幼児園は昭和

評

43年に、重原幼児園

価

は昭

主
た
る
内
容

　住吉

）

幼児園と重原幼児園を

刈

統合し、旧第一
和51

谷

年に建築されており、

市

いずれも築40年が 学

事

校給食センターの跡地

務

に住吉幼児園として
経

事

過しているため、移転

業

新築することで、良 移

評

転新築する。
好な保育

価

環境の維持を図る。 　

シ

構造：鉄筋コンクリー

ー

ト造地下1階地上2階

ト

　　　　建て
　規模：

（

延床面積　2,695

様

㎡

位
置
づ
け

関連計画 公

式

共施設維持保全計画

根

１

拠法令

対象者 園児、保

）

護者 事業期間 平成２９

会

年度 ～ 令和２年度

実施

計

方法 ■直営　■委託　

名

□指定管理　□補助・

担

助成　□その他

当部 次世代育成部

Ｂ

一

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

般

年度実績 元年度実績 ２

会

年度実績 ３年度計画

・

計

園舎建設工事（一時中

住

断） ・土壌対策工事 ・

吉

園舎建設工事 　
・土壌

幼

対策工事 　 ・園庭整備

稚

工事 　
　 （当初計画）

園

　
（当初計画） ・開園

移

　
・園舎建設工事 ・旧

転

園舎取壊し 　　　――

新

―――――

園舎建設及

築

び園庭整備について滞

事

りなく工事を完了した

業

。

成果

昨今の猛暑等の

担

環境下でも、園児が元

当

気に遊ぶことができる

課

よう、施設内の設備や

子

空間を整備していく必

ど

要がある。

課題

指標名

も

称（単位）
実績値 目標

課

値

３０年度 元年度 ２年

款

度 ３年度 ５年度

活動 土

項

壌対策進捗率（％） 　

目

4.9 100.0 ― ―

担

―
指標
活動 園舎建設進

当

捗率（％） 0.0 0.

係

0 100.0 ― ―
指標

施

近隣市においても、施

設

設保全計画に基づいて

係

事業を実施しているが

1

、計画のあり方は市に

0

よって異なり、当
他市

5

との 市では長寿命化に



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　良好な保育環

令

境を提供することを目

和

的として、幼稚園整
・

３

法的業務
高い

備を実施

年

するため、必要性の高

度

い事業である。
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要
・市民生活上必要で

和

ある　など

　建替えす

２

ることにより、老朽部

年

分による危険性の減少

度

や
・コストの節減、費

評

用対効果
高い

修繕費用

価

が不要となると共に、

）

床面積を拡大すること

刈

で定
効率性 ・執行体制

谷

の効率性 員を増やすこ

市

とができる。
・手段の

事

最適性　など

　幼稚園

務

を運営しながら安全に

事

工事を進行する上で、

業

市の
・市が主体となっ

評

て実施する
高い

主体的

価

な関与が必要である。

シ

妥当性 　べき事業であ

ー

るか
・総合計画との整

ト

合性　など

　幼稚園の

（

整備・充実に寄与して

様

いる。

施策への ・施策

式

への貢献度
高い・目標

２

達成度
貢献度 ・市民サ

）

ービスへの効果　など

会

今後の方向性 □拡充　

計

■現状維持　□改善・

名

効率化　□縮小　■終

担

期設定　□休止・廃止

当

新園舎建設後、旧園舎

部

の取壊しを行う。

次世代育

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

成

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

部

評
　
価
　
∨

一般会計
住吉幼稚園移転新築事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

10 5 1



ことができ、即保育に活か

成果
せることができた。園で行うことで、同じ地域の幼稚園にも案内し、共に学びあう体制づくりを整えることができた。実

技研修や保育の基本である子ども理解について学ぶことで、保育に対する意欲の高まりを感じる。また階級に応じた研修

を受けた職員が、保育園における自己の立場を自覚し役割に応じた職責を担い、力を発揮できている。

　今後も地域の幼稚園や私立保育園の職員にも参加を呼びかけ、刈谷市の保育力の向上を目指していきたい。また保育士

研修計画に基づき、保育士・教諭の資質向上を目指しながらも、研修が保育士・教諭の負担にならず学ぶ意欲につながる
課題

ようにしていくため、研修の形態及び内容や講師の選択等を考えていきたい。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 保育士研修を受講した保育士の割合（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

 
指標  ――――――― 

 
他市との  ―――――――　
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算）

Ｄ

事業費内訳

事業費　①

　

3,995 4,963

　

4,125 8,002

　

合計 4,125,35

Ｏ

2 円
報償費 3,86

　

8,590 円

財
　
源

　

特定財源 1,180 1

∧

,522 1,867 3

　

,230 旅費 236,

　

880 円
委託料 68

実

2 円

一般財源 2,8

　

15 3,441 2,2

　

58 4,772 負担金

施

、補助及び
交付金 19

　

,200 円

職員人件

　

費　② 3,626 3,

∨

620 2,539 2,575

総事業費（①＋②） 7,621 8,583 6,664 10,577

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援体制整備
総合推進事業費補助金

４年度以降の事業費見込 0 教育支援体制整備事業費交付
金

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

令

次世代育成・子育て支

和

援
施策体系

施策の内容

２

保育・幼児教育の充実

年

目
　
　
　
的

　保育内容

度

の充実と質の向上を目

評

的に研修計

主
た
る
内
容

価

　各種研修会を開催す

）

るとともに、県・外郭

刈

画に基づき、実践に活

谷

かしていける研修や保

市

団体が行う研修会に参

事

加する。
護者支援、子

務

育て支援につながる研

事

修を取り ○各種研修会

業

入れて実施する。 　・

評

保育指導研修
　・保育

価

実技研修
　・園長、主

シ

任研修
○研修旅費
　・

ー

園長・主任研修
　・初

ト

任・中堅保育士研修
　

（

・新任職員セミナー 

様

等

位
置
づ
け

関連計画 刈

式

谷市子ども・子育て支

１

援事業計画

根拠法令

対

）

象者 保育園保育教諭 事

会

業期間 ～

実施方法 ■直

計

営　■委託　□指定管

名

理　□補助・助成　□

担

その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　
業

一

　
実
　
績

３０年度実績

般

元年度実績 ２年度実績

会

３年度計画

・保育士職

計

員研修　 ・保育士職員

保

研修　 ・保育園職員研

育

修　 　
  85回　1

教

056人   68回　

諭

1183人   37回

研

   456人 　
・保

修

育士・教諭合同研修 ・

事

保育士・教諭合同研修

業

・幼児園職員研修 　
 

担

 17回　384人  

当

 17回　 393人

課

　34回　 311人

子

　
・愛知県現任保育士

ど

研修 ・愛知県現任保育

も

士研修 ・保育園幼児園

課

合同研修 　　　―――

款

――――
  4回　 

項

　9人   5回　  

目

10人   12回　 

担

287人
・新任職員セ

当

ミナー ・新任職員セミ

係

ナー ・愛知県現任保育

保

士研修
　1回　  1

育

1人 　1回　  12

園

人   5回　  9人

係

・新任職員セミナー
　

3

1回　  15人
　保

2

育士・教諭の課題に沿

1

った実技研修は、園で行ったことで多くの保育士・教諭が参加する



し

ているが、相談希望者が増加し一人にかかる時間も増えているため、継続的観察回数を増やす必要がある。気になる子の
課題

就学に向けて、保護者の気持ちにより添いながら、園児への適切な支援について考えていくには時間がかかることと、保

護者への継続的な関わりが必要になってくることからも、継続的観察回数を増やす必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 年間訪問回数（回） 75 76 90 95 95
指標
活動 相談件数（件） 226 247 270 275 285
指標

　近隣市においても、臨床心理士等に指導を仰ぎ実施しているところもあるが、回数や時間数はばらつきが
他市との ある。今後もより一層の充実を図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,439 4,285 4,639 4,813 合計 4,639,250 円
報償費 4,639,250 円

財
　
源

特定財源 1,119 1,097 1,210 1,375

一般財源 3,320 3,188 3,429 3,438

職員人件費　② 2,315 2,310 2,986

Ｄ

3,013

総事業費（

　

①＋②） 6,754 6

　

,595 7,625 7

　

,826

建
設
事
業

全体

Ｏ

事業費（単位：千円）

　

0 ２年度特定財源名称

　

２年度までの累積事業

∧

費 0 保育対策総合支援

　

事業費補助
金

４年度以

　

降の事業費見込 0

実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 次世代育成・子育

和

て支援
施策体系

施策の

２

内容 保育・幼児教育の

年

充実

目
　
　
　
的

　臨床

度

心理士が、保育カウン

評

セラーとして保

主
た
る

価

内
容

　保育カウンセラ

）

ーが市内全保育園を年

刈

５回
護者等の子育てに

谷

関する相談について、

市

専門 巡回し、子どもの

事

発達や育児に悩む保護

務

者と
的な立場から指導

事

を行い、育児不安を解

業

消し 保育教諭等の相談

評

に対応する。
たり、保

価

育に生かしたりして育

シ

児支援を行う
。

位
置
づ

ー

け

関連計画

根拠法令

対

ト

象者 保護者、保育園保

（

育教諭 事業期間 平成１

様

９年度 ～

実施方法 ■直

式

営　□委託　□指定管

１

理　□補助・助成　□

）

その他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　
業

代

　
実
　
績

３０年度実績

育

元年度実績 ２年度実績

成

３年度計画

・訪問回数

部

　 75回 ・訪問回数

一

　 76回 ・訪問回数

般

　 85回 ・訪問回数

会

　100回
・相談件数

計

　226件 ・相談件数

保

　247件 ・相談件数

育

　227件 ・相談件数

カ

　240件
  　うち

ウ

保護者 28件   　

ン

うち保護者 41件  

セ

 　うち保護者 33

ラ

件 　　
　　　　保育士

ー

198件　 　　　　保

事

育士206件 　　　　

業

保育士 194件

　年

担

々、気になる子や障害

当

児は増えており、母親

課

の子育てに関する不安

子

感も増し、カウンセリ

ど

ングを受けることで、

も

保育

成果
指導の充実と

課

母親の子育てに関する

款

不安解消が図れている

項

。

　各園の訪問回数を

目

確保することで、継続

担

観察が必要な子に時間

当

をかけて指導がもらえ

係

、また、保護者からの

保

相談にも対

応できるよ

育

うにしている。

　臨床

園

心理士から専門的立場

係

で子どもを見てもらえ

3

るため、保育指導への

2

効果が大きく、保護者

1

への相談に柔軟に対応



るため、園ごとの特性等を反映

させ実施することができた。また、刈谷にゆかりのある作家の童話劇を観劇することで郷土に親しむことができた。

　情操教育につながる、郷土愛が深まる内容を検討する。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 実施回数（回） 16 16 24 23 23
指標

 
指標  ――――――― 

 
他市との  ――――――― 
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,451 3,481 3,882 4,307 合計 3,882,400 円
委託料 3,882,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 3,451 3,481 3,882 4,307

職員人件費　② 1,080 1,078 1,045 1,055

総事業費（①＋②） 4,531 4,559 4,927 5,362

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

令

代育成・子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 保育

２

・幼児教育の充実

目
　

年

　
　
的

　園児に観劇等

度

を鑑賞させることによ

評

り、豊

主
た
る
内
容

　保

価

育園児を対象にした人

）

形劇を各保育園で
かな

刈

感性を培うとともに心

谷

豊かな子どもを育 上演

市

する。
てる。

位
置
づ
け

事

関連計画 刈谷市子ども

務

・子育て支援事業計画

事

根拠法令

対象者 保育園

業

児 事業期間 ～

実施方法

評

□直営　■委託　□指

価

定管理　□補助・助成

シ

　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事

計

　
業
　
実
　
績

３０年度

名

実績 元年度実績 ２年度

担

実績 ３年度計画

・人形

当

劇上演 ・人形劇上演 ・

部

人形劇上演 ・人形劇上

次

演
（富士松南保育園始

世

め8園） （富士松南保

代

育園始め8園） （刈谷

育

幼児園始め24園） （

成

刈谷幼児園始め24園

部

）
　「こぶじっさ」「

一

てぶく　 　「まゆとお

般

に」「しょじょ 　「へ

会

びくんのおさんぽ」「

計

　「金のがちょう」「

園

スイミ
　ろをかいに」

児

「おおきな　 　寺のた

観

ぬきばやし」「こぶ 紙

劇

であそぼう」「金のが

事

ちょ ー」「やんすけと

業

やんすけと
　かぶ」 　

担

じっさ」「てぶくろを

当

かい う」「せんたくか

課

あちゃん」 やんすけと

子

」「ガッタンゴト
・劇

ど

上演（富士松南保育園

も

は 　に」 ・劇上演（刈

課

谷幼児園始め24 ゴト

款

プッポッポ」
　じめ8

項

園）刈谷市にちなんだ

目

・劇上演（富士松南保

担

育園は 園）刈谷市にち

当

なんだ演目 ・劇上演（

係

刈谷幼児園始め24
　

保

演目 　じめ8園）刈谷

育

市にちなんだ 園）刈谷

園

市にちなんだ演目
　演

係

目

　専門家による人形

3

劇を観劇することによ

2

り、園児の情操を育て

1

ることができた。

成果
　毎年新しい人形劇の演目を追加し、複数の演目の中から園が選択できる方式をとってい



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,600 2,600 2,600 2,500 合計 2,600,000 円
委託料 2,600,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 2,600 2,600 2,600 2,500

職員人件費　② 694 693 747 753

総事業費（①＋②） 3,294 3,293 3,347 3,253

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

令

次世代育成・子育て支

和

援
施策体系

施策の内容

２

保育・幼児教育の充実

年

目
　
　
　
的

　サッカー

度

選手の訪問指導により

評

、スポーツ

主
た
る
内
容

価

　保育園にサッカー選

）

手や指導者が訪問指導

刈

のルールを学びながら

谷

、体を動かす楽しさを

市

し、サッカーの楽しさ

事

や、サッカーを通じて

務

体験する。 いろいろな

事

ルールを学びながら体

業

を動かす楽
しさを体験

評

する。

位
置
づ
け

関連計

価

画  

根拠法令  

対象者

シ

保育園児・幼児園児 事

ー

業期間 平成１９年度 ～

ト

実施方法 □直営　■委

（

託　□指定管理　□補

様

助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

次

３０年度実績 元年度実

世

績 ２年度実績 ３年度計

代

画

サッカー教室開催 サ

育

ッカー教室開催 サッカ

成

ー教室開催 サッカー教

部

室開催
（富士松南保育

一

園始め10園） （富士

般

松南保育園始め10園

会

） （刈谷幼児園はじめ

計

24園） （刈谷幼児園

ス

はじめ23園）
※スポ

ポ

ーツ教室事業に移行 ※

ー

スポーツ教室事業に移

ツ

行

　園児が楽しめるメ

教

ニューにより、体を動

室

かす楽しさを体験する

事

ことができた。また、

業

チームワークが必要な

担

スポーツで

成果
あるこ

当

とから協調性、コミュ

課

ニケーション能力を養

子

う機会にもなった。

　

ど

事業の効果をより広め

も

るために対象を拡大し

課

たり、開催回数を増や

款

すべきかなどを検討す

項

る必要がある。

課題

指

目

標名称（単位）
実績値

担

目標値

３０年度 元年度

当

２年度 ３年度 ５年度

活

係

動 サッカー教室の開催

保

数（回） 20 20 48

育

46 46
指標

 
指標

 

園

他市との
比較検証

係

3 2 1



元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 ちびっこ絵画展参加園数 22 22 22
指標
活動 ちびっこ絵画展来場者数 4,321 4,500 4,500
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 671 747 合計 670,502 円
需用費 545,102 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 125,400 円

一般財源 0 0 671 747

職員人件費　② 0 0 0 301

総事業費（①＋②） 0 0 671 1,048

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 次世代育成・子育て

和

支援
施策体系

施策の内

２

容 保育・幼児教育の充

年

実

目
　
　
　
的

　目的

主

度

た
る
内
容

　主たる内容

評

　園児による日常的な

価

生活表現の作品展示を

）

　市内保育園・幼児園

刈

の園児が、園の生活の

谷

通じ、児童の絵のすば

市

らしさを知る。 中で「

事

思いのままに描いた」

務

生活表現を刈谷
市美術

事

館で展示する。

位
置
づ

業

け

関連計画

根拠法令

対

評

象者 事業期間 ～

実施方

価

法 □直営　□委託　□

シ

指定管理　□補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

３０年

担

度実績 元年度実績 ２年

当

度実績 ３年度計画

　 　

部

・参加園　保育園　1

次

7園 ・参加園　保育園

世

　17園
　 　 　　　　

代

　幼児園　5園 　　　

育

　　幼児園　5園
　 　

成

・出品人数　1,52

部

6人　 ・出品人数　1

一

,600人
　 　 ・絵画

般

展　延べ来場者数 ・絵

会

画展　延べ来場者数
　

計

　　――――――― 　

ち

　　――――――― 　

び

　　　　　　　　4,

っ

321人 　　　　　　

こ

　　　4,400人

令

絵

和2年度は、保育園児

画

に加え、新たに幼児園

展

児も参加した。子ども

事

たちが「思いのままに

業

描いた」絵を展示し、

担

多くの

成果
方に見ても

当

らうことができた。ま

課

た、描かれた絵や子ど

子

もの園生活の写真を通

ど

して、乳幼児の描画発

も

達や刈谷市の保育を

知

課

っていただくよい機会

款

となった。

市内全保育

項

園・幼児園の作品を一

目

同に展示をすることは

担

会場面積上困難である

当

ため、作品展示数は限

係

られている。乳幼児

の

保

描画発達や刈谷市の保

育

育をより理解していた

園

だくため、今後も園を

係

グループに分けて順番

3

に展示する方法を継続

2

してい
課題

く必要があ

1

る。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度



名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 年間訪問回数（回） 204 200 181 200 200
指標
活動 相談件数（件） 429 420 420 420 420
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,005 1,001 979 3,044 合計 979,245 円
報償費 979,245 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,005 1,001 979 3,044

職員人件費　② 772 770 747 753

総事業費（①＋②） 1,777 1,771 1,726 3,797

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 次世代育成・子育

和

て支援
施策体系

施策の

２

内容 保育・幼児教育の

年

充実

目
　
　
　
的

　日本

度

語の理解できない外国

評

人園児や保護者

主
た
る

価

内
容

　通訳者が保育園

）

や幼児園を巡回し、日

刈

本語
に対し通訳を巡回

谷

させ、園での相談等に

市

応じ が理解出来ない園

事

児や保護者と保育教諭

務

の間
、安定した保育園

事

生活が送れる環境を整

業

える を通訳したり、手

評

紙を翻訳したりする。

価

。

位
置
づ
け

関連計画  

シ

根拠法令  

対象者 保育

ー

園児　幼児園児　保護

ト

者 事業期間 ～

実施方法

（

■直営　□委託　□指

様

定管理　□補助・助成

式

　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事

次

　
業
　
実
　
績

３０年度

世

実績 元年度実績 ２年度

代

実績 ３年度計画

訪問回

育

数　月約17回 訪問回

成

数　月約17回 訪問回

部

数　月約16回 訪問回

一

数　月約16回
午前3

般

時間あるいは午後4時

会

間 午前3時間あるいは

計

午後4時間 午前3時間

外

あるいは午後4時間 午

国

前3時間あるいは午後

人

4時間
あるいは一日7

園

時間 あるいは一日7時

児

間 あるいは一日7時間

等

あるいは一日7時間
年

支

間　429件 年間　4

援

74件 年間　452件

事

年間　480件

　日本

業

語が通じない園児と母

担

国語で会話したり、保

当

護者に園での子どもの

課

様子を伝えたりするこ

子

とで、安定した園生活

ど

が

成果
送れるようにな

も

った。また、手紙や子

課

どもの記録を翻訳して

款

保護者に渡すことで園

項

生活の理解につながり

目

、保護者との意

思の疎

担

通が行われた。

　会話

当

の理解、手紙の翻訳等

係

を通して安定した園生

保

活が送れるため効果が

育

大きいが、多様な国の

園

園児がいるので、一人

係

の

通訳者で対応できる

3

内容が限られた。今後

2

は多国籍語の通訳者が

1

必要となる。
課題

指標



　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,822 2,826 2,868 0 合計 2,868,219 円
需用費 2,868,219 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 2,822 2,826 2,868 0

職員人件費　② 386 385 373 0

総事業費（①＋②） 3,208 3,211 3,241 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

令

育成・子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 保育・

２

幼児教育の充実

目
　
　

年

　
的

　保育園児を対象

度

とする図書類を充実さ

評

せ、

主
た
る
内
容

　保育

価

園で、老朽化した絵本

）

の更新、新刊絵
図書を

刈

活用した保育及び保護

谷

者への貸出しを 本を購

市

入する。
通じて園児が

事

より多くの図書と触れ

務

合うこと
で図書への興

事

味や情操が高まるよう

業

にする。

位
置
づ
け

関連

評

計画  

根拠法令  

対象

価

者 保育園児 事業期間 ～

シ

実施方法 ■直営　□委

ー

託　□指定管理　□補

ト

助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

当

３０年度実績 元年度実

部

績 ２年度実績 ３年度計

次

画

保育図書（絵本類）

世

の購入 保育図書（絵本

代

類）の購入 保育図書（

育

絵本類）の購入 　
※事

成

業廃止 　
　
　
　　　―

部

――――――

　図書類

一

の購入により、時代に

般

沿った情報を得たり、

会

園児が多くの図書と触

計

れ合うことができた。

図

また、現在保育園にあ

書

成果
る本も補修するこ

充

とによって物を大切に

実

取り扱うことや、本の

事

貸出しによってみんな

業

で共有していること、

担

期日等のルー

ルを守る

当

ことを学ぶことができ

課

た。

　日々園児が図書

子

で触れ合うため、劣化

ど

が必然となるが、今後

も

も補修できるものは行

課

ったり、新刊絵本の購

款

入を行うこと

によって

項

、園児の情操が高まる

目

ようにしていく必要が

担

ある。
課題

指標名称（

当

単位）
実績値 目標値

３

係

０年度 元年度 ２年度 ３

施

年度 ５年度

 
指標

 
指

設

標
 

他市との
比較検証

係

3 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス



1

（施設） 14 13 13

管

13 13
指標
成果 延べ

理

委託児童数（人） 1,

係

849 1,889 1,447 1,447 1,447
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 22,389 22,628 18,400 23,214 合計 18,399,680 円
委託料 18,228,000 円

財
　
源

特定財源 112 85 114 236 負担金、補助及び
交付金 171,680 円

一般財源 22,277 22,543 18,286 22,978

職員人件費　② 1,312 1,155 1,120 1,130

総事業費（①＋②） 23,701 23,783 19,520 24,344

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 認可外保育施設衛生安全対策
事業費補助金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安全

基本施策 次世代育

和

成・子育て支援
施策体

２

系
施策の内容 保育・幼

年

児教育の充実

目
　
　
　

度

的

　保護者に代わり保

評

育が必要とされる3歳

価

未満

主
た
る
内
容

　一定

）

の基準に適合する認可

刈

外保育施設と委
児の保

谷

育を認可外保育施設（

市

事業所内保育所 託契約

事

し、保護者に代わり保

務

育が必要とされ
含む）

事

に委託し、保育環境の

業

向上を図る。 る児童の

評

保育を委託する。

位
置

価

づ
け

関連計画  

根拠法

シ

令  

対象者 認可外保育

ー

施設、事業所内保育所

ト

事業期間 平成９年度 ～

（

実施方法 □直営　■委

様

託　□指定管理　□補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 次

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

世

３０年度実績 元年度実

代

績 ２年度実績 ３年度計

育

画

・委託契約　　　 

成

　14施設 ・委託契約

部

　　 　　13施設 ・

一

委託契約　　 　　1

般

3施設 ・委託契約　　

会

 　　13施設
・延べ

計

委託児童数　1,84

認

9人 ・延べ委託児童数

可

　1,889人 ・延べ

外

委託児童数　1,44

保

7人 ・延べ委託児童数

育

　1,447人

　令和

所

２年度は市内13の認

運

可外保育施設と委託契

営

約を結び、1,447

支

人の児童を保育するこ

援

とで、認可保育所に入

事

園できな

成果
かった３

業

歳未満児の保育環境を

担

確保することができた

当

。

　年度当初だけでな

課

く、年度途中の入園相

子

談時にも認可外保育施

ど

設や事業所内保育所を

も

紹介する事も多く効果

課

は大きい。

しかし、委

款

託料は利用者ではなく

項

、施設に対して月額1

目

名あたり12,400

担

円もしくは6,200

当

円支払われるため、利

係

用者への還
課題

元方法

施

が課題である。

指標名

設

称（単位）
実績値 目標

係

値

３０年度 元年度 ２年

3

度 ３年度 ５年度

活動 認

2

可外保育所委託契約数



1

,366,700 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 23,366,700 円

一般財源 25,518 25,450 23,367 23,300

職員人件費　② 1,157 1,155 1,120 1,130

総事業費（①＋②） 26,675 26,605 24,487 24,430

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 次世代育成・子

和

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 保育・幼児教育

年

の充実

目
　
　
　
的

　認

度

可外保育所利用者の保

評

育料負担を軽減す

主
た

価

る
内
容

　認可保育所へ

）

の申込みを行ったが、

刈

入所で
ることにより、

谷

子育て支援の充実を図

市

る。 きずに認可外保育

事

所を利用することにな

務

った
3歳未満児の保護

事

者に対して、所得に応

業

じた保
育料を補助する

評

。

位
置
づ
け

関連計画

根

価

拠法令

対象者 保護者 事

シ

業期間 平成２４年度 ～

ー

実施方法 □直営　□委

ト

託　□指定管理　■補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

３０年度実績 元年度実

次

績 ２年度実績 ３年度計

世

画

・補助人数　延べ1

代

,082人 ・補助人数

育

　延べ1,116人 ・

成

補助人数　延べ997

部

人 ・補助人数　延べ9

一

97人

　認可外保育所

般

を利用する保護者の負

会

担を軽減することが出

計

来た。

成果

　事業の対

認

象者は、認可保育所に

可

入園できない児童の保

外

護者であるため、認可

保

保育所等の整備を行い

育

、補助事業対象者の

減

所

少を図る必要がある。

利

課題

指標名称（単位）

用

実績値 目標値

３０年度

補

元年度 ２年度 ３年度 ５

助

年度

活動 延べ児童数（

事

人） 1,082 1,1

業

16 997 997 99

担

7
指標

指標

他市との
比

当

較検証

課 子ども課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業
　

担

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

当

３０年度 元年度 ２年度

係

３年度 ２年度

（決算）

施

（決算） （決算） （予

設

算） 事業費内訳

事業費

係

　① 25,518 25

3

,450 23,367

2

23,300 合計 23



理係

3

Ｃ
　
事
　
業
　

2

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

1

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,483 18,460 52,769 106,871 合計 52,768,826 円
委託料 2,692,170 円

財
　
源

特定財源 4,369 11,640 31,878 71,900 負担金、補助及び
交付金 1,033,000 円

一般財源 3,114 6,820 20,891 34,971 扶助費 49,043,656 円

職員人件費　② 579 578 373 377

総事業費（①＋②） 8,062 19,038 53,142 107,248

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 子どものための教育・保育給
付交付金

４年度以降の事業費見込 0 施設型教育・保育給付費等負
担金                    等

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安全

基本施策 次世代

和

育成・子育て支援
施策

２

体系
施策の内容 保育・

年

幼児教育の充実

目
　
　

度

　
的

　特定教育・保育

評

施設及び地域型保育事

価

業を

主
た
る
内
容

　保育

）

認定で他市町村の特定

刈

保育施設に入所
利用す

谷

る児童のため、特定教

市

育・保育施設及 した場

事

合に、入所した特定保

務

育施設に対し、
び地域

事

型保育事業に対し、財

業

政支援を行い、 公定価

評

格に基づく委託費の支

価

払いを行う。ま
教育・

シ

保育環境の向上を図る

ー

。 た、教育認定で入所

ト

した場合や地域型保育

（

事
業を利用した場合に

様

、公定価格に基づく施

式

設
型給付費及び地域型

１

保育給付費の支払いを

）

行
う。

位
置
づ
け

関連計

会

画

根拠法令

対象者 事業

計

期間 ～

実施方法 □直営

名

　□委託　□指定管理

担

　□補助・助成　□そ

当

の他

部 次世代育成部

一

Ｂ
　
事
　
業
　

般

実
　
績

３０年度実績 元

会

年度実績 ２年度実績 ３

計

年度計画

・利用施設　

特

5施設 ・利用施設　9

定

施設 ・利用施設　13

教

施設 ・利用施設　18

育

施設
・利用児童数　6

・

人 ・利用児童数　17

保

人 ・利用児童数　10

育

6人 ・利用児童数　1

施

11人

　利用施設に給

設

付費を支給することで

等

、施設の安定した運営

運

に寄与することができ

営

た。

成果

　突発的な事

支

由による利用が多いた

援

め、利用児童数や費用

事

が安定せず、計画的な

業

予算執行ができないこ

担

と。

課題

指標名称（単

当

位）
実績値 目標値

３０

課

年度 元年度 ２年度 ３年

子

度 ５年度

活動 利用施設

ど

（施設） 5 9 13 18

も

―
指標
活動 利用児童数

課

（人） 6 17 106 1

款

11 ―
指標

他市との
比

項

較検証

目 担当係 管



理

,856 6,856
指

係

標
活動
指標

他市との
比

3

較検証

2 1 施設係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 11,178 29,480 50,340 合計 29,479,515 円
扶助費 29,479,515 円

財
　
源

特定財源 0 8,383 20,670 37,753

一般財源 0 2,795 8,810 12,587

職員人件費　② 0 1,925 1,867 1,883

総事業費（①＋②） 0 13,103 31,347 52,223

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 子育てのための施設等利用給
付交付金

４年度以降の事業費見込 0 子育て支援施設等利用給付費
負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 福祉安全

基本施策

和

次世代育成・子育て支

２

援
施策体系

施策の内容

年

保育・幼児教育の充実

度

目
　
　
　
的

　幼児教育

評

・保育無償化の実施に

価

伴い、認可

主
た
る
内
容

）

　認可外保育施設、一

刈

時預かり事業、病児保

谷

外保育施設、一時預か

市

り事業、病児保育事業

事

､ 育事業、子育て援助

務

活動支援事業の施設等

事

を
子育て援助活動支援

業

事業の施設等を利用し

評

た 利用した保育を必要

価

とする子どもの保護者

シ

に
保育を必要とする子

ー

どもの保護者へ、施設

ト

等 ついて、3～5歳児

（

は3.7万円、0～2

様

歳児は4.2
利用費を

式

給付し、経済的負担の

１

軽減を図る。 万円（未

）

移行幼稚園児は1.1

会

3万円）を上限に
、施

計

設等利用費を給付する

名

。

位
置
づ
け

関連計画

根

担

拠法令 子ども・子育て

当

支援法

対象者 施設等利

部

用給付認定保護者 事業

次

期間 令和元年度 ～

実施

世

方法 ■直営　□委託　

代

□指定管理　□補助・

育

助成　□その他

成部

一般会計
子育

Ｂ

て

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

の

年度実績 元年度実績 ２

た

年度実績 ３年度計画

　

め

・給付人数　延べ3,

の

428人 ・給付人数　

施

延べ6,856人 ・給

設

付人数　延べ6,85

等

6人
　
　
　
　　　――

利

―――――

　認可外保

用

育施設、一時預かり事

給

業、病児保育事業、子

付

育て援助活動支援事業

事

の施設等を利用した保

業

育を必要とする子ど

成

担

果
もの保護者への経済

当

的負担を軽減すること

課

ができた。

　事業の対

子

象者は、認可保育所に

ど

入園できない児童の保

も

護者であるため、認可

課

保育所等の整備を行い

款

、対象者の減少を図

る

項

必要がある。
課題

指標

目

名称（単位）
実績値 目

担

標値

３０年度 元年度 ２

当

年度 ３年度 ５年度

活動

係

延べ児童数（人） ― 3

管

,428 6,856 6



施設

Ｃ
　

係

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 71,145 148,008 169,139 合計 148,008,236 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 53,301 105,918 126,610 交付金 612,946 円
扶助費 147,395,290 円

一般財源 0 17,844 42,090 42,529

職員人件費　② 0 770 747 753

総事業費（①＋②） 0 71,915 148,755 169,892

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 子育てのための施設等利用給
付交付金

４年度以降の事業費見込 0 私立幼稚園授業料等軽減補助
金　　　　　　　　　　　他

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

全

基本施策 次世代育成

和

・子育て支援
施策体系

２

施策の内容 保育・幼児

年

教育の充実

目
　
　
　
的

度

　私立幼稚園を利用し

評

た保護者へ、施設等利

価

主
た
る
内
容

　私立幼稚

）

園を利用した保護者に

刈

ついて、2.5
用費お

谷

よび給食費を給付し、

市

経済的負担の軽 7万円

事

を上限に施設等利用費

務

と、低所得世帯及
減を

事

図る。 び国基準の第3

業

子の世帯に給食費を給

評

付する。

位
置
づ
け

関連

価

計画 刈谷市子ども・子

シ

育て支援事業計画

根拠

ー

法令 子ども・子育て支

ト

援法

対象者 施設等利用

（

給付認定保護者 事業期

様

間 令和元年度 ～

実施方

式

法 ■直営　□委託　□

１

指定管理　■補助・助

）

成　□その他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　

代

事
　
業
　
実
　
績

３０年

育

度実績 元年度実績 ２年

成

度実績 ３年度計画

　 ・

部

給付人数　延べ3,2

一

29人 ・給付人数　延

般

べ5,879人 ・給付

会

人数　延べ5,880

計

人
　 ・副食費免除者数

私

 　41人 ・副食費免

立

除者数 　33人 ・副

幼

食費免除者数 　49

稚

人
　
　
　　　――――

園

―――

　私立幼稚園を

利

利用する子どもの保護

用

者への経済的負担負担

給

の軽減することができ

付

た。

成果

　対象者を的

事

確に把握し執行してい

業

るが、海外勤務対象者

担

の増加に伴い、システ

当

ム以外での正確な処理

課

が必要となってい

る。

子

課題

指標名称（単位）

ど

実績値 目標値

３０年度

も

元年度 ２年度 ３年度 ５

課

年度

活動 延べ児童数（

款

人） ― 3,229 5,

項

879 5,880 5,

目

880
指標
活動 副食費

担

免除児童数（人） ― 4

当

1 33 49 49
指標

他

係

市との
比較検証

管理係

3 2 1



9,908 56,672

一般財源 247,685 353,338 362,170 364,985

職員人件費　② 772 770 747 753

総事業費（①＋②） 352,036 388,081 382,825 422,410

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金

４年度以降の事業費見込 0 給食費徴収金
一時保育利用負担金　　　他

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 次世代育成・子育

和

て支援
施策体系

施策の

２

内容 保育・幼児教育の

年

充実

目
　
　
　
的

　おが

度

きえ保育園とあおば保

評

育園の管理運営

主
た
る

価

内
容

　通常保育及び延

）

長保育、休日保育、一

刈

時保
を指定管理者に委

谷

託し、さまざまな保育

市

ニー 育の業務を委託す

事

る。
ズに対応し保育環

務

境の向上を図る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令  

対象者 公設民営保

評

育所 事業期間 平成１７

価

年度 ～

実施方法 □直営

シ

　□委託　■指定管理

ー

　□補助・助成　□そ

ト

の他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　

担

実
　
績

３０年度実績 元

当

年度実績 ２年度実績 ３

部

年度計画

おがきえ保育

次

園 おがきえ保育園 おが

世

きえ保育園 おがきえ保

代

育園
あおば保育園 あお

育

ば保育園 あおば保育園

成

あおば保育園

　延長保

部

育、休日保育、一時保

一

育など多くの保育サー

般

ビスが実施できた。

成

会

果

　施設の老朽化に伴

計

い、改修が必要な箇所

公

が年々増えている。

課

立

題

指標名称（単位）
実

保

績値 目標値

３０年度 元

育

年度 ２年度 ３年度 ５年

所

度

成果 保護者満足度（

指

％） 87.3 91.8

定

77.8 90 90
指標

管

指標
 

他市との
比較検

理

証

事業
担当課 子ども

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

課

ス
　
ト

単位：千円
３０

款

年度 元年度 ２年度 ３年

項

度 ２年度

（決算） （決

目

算） （決算） （予算）

担

事業費内訳

事業費　①

当

351,264 387

係

,311 382,07

施

8 421,657 合計

設

382,077,93

係

6 円
委託料 382,

3

077,936 円

財

2

　
源

特定財源 103,

3

579 33,973 1



年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 改修箇所数（箇所） 1 2 1 0 2
指標

指標
　近隣市においても、施設保全計画に基づいて事業を実施しているが、計画のあり方は市によって異なり、

他市との 当市では長寿命化に重点を置いている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 21,783 18,411 12,650 0 合計 12,650,242 円
委託料 12,155,242 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 495,000 円

一般財源 21,783 18,411 12,650 0

職員人件費　② 694 693 672 0

総事業費（①＋②） 22,477 19,104 13,322 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

令

育成・子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 幼稚園

２

・保育園の整備・充実

年

目
　
　
　
的

　保育園の

度

良好な保育環境の維持

評

と施設の延

主
た
る
内
容

価

　保育園の園舎は、昭

）

和40年代後半から順

刈

次
命化を図るため、保

谷

育施設を改修する。 建

市

築されてきており、こ

事

の事業は比較的大規
模

務

に園舎等を改修をする

事

事業である。
　老朽化

業

により不便になった園

評

舎や施設等を
改修した

価

り、延命化のための予

シ

防的な保全を
行う。

位

ー

置
づ
け

関連計画 刈谷市

ト

子ども・子育て支援事

（

業計画

根拠法令

対象者

様

保育園児、保護者 事業

式

期間 ～

実施方法 ■直営

１

　■委託　□指定管理

）

　□補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　

育

実
　
績

３０年度実績 元

成

年度実績 ２年度実績 ３

部

年度計画

・慈友保育園

一

大規模改造工事 ・双葉

般

保育園大規模改造工事

会

・東刈谷保育園大規模

計

改造工 　
　設計委託 　

園

設計委託 　事設計委託

舎

　
・双葉保育園外壁等

改

改修工事 ・かりがね保

修

育園外壁等改修 ・日高

事

保育園他１園２階テラ

業

　
　工事 　ス扉設置工

担

事 　
・日高保育園南舎

当

屋上日除け 　　　――

課

―――――
　設置工事

子

　老朽化した園舎、施

ど

設等を改修し、保育環

も

境を良好なものに改善

課

するとともに、予防的

款

に施設を保全し、施設

項

の延命化

成果
を図るこ

目

とができた。

　本事業

担

は主に園舎、施設等の

当

大規模な改修を行うも

係

のであるが、建替えや

施

大規模改造の実施によ

設

り改修箇所は減少傾向

係

にある。しかし、今後

3

も外壁改修や屋上防水

2

のように定期的に改修

3

が必要な箇所については、公共施設維持保全計画に基
課題

づき、改修計画を策定する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０



であるが、建替えや大規模改造の実施により補修箇所は減

少傾向にある。しかし、不具合箇所の早期発見、早期補修による予防的保全と、良好な保育環境を維持する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 補修箇所数（箇所） 7 7 3 4 5
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,893 2,891 2,288 1,100 合計 2,288,000 円
需用費 2,288,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 3,893 2,891 2,288 1,100

職員人件費　② 694 693 672 678

総事業費（①＋②） 4,587 3,584 2,960 1,778

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

令

育成・子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 幼稚園

２

・保育園の整備・充実

年

目
　
　
　
的

　保育園の

度

良好な保育環境の維持

評

と施設の延

主
た
る
内
容

価

　老朽化により不便に

）

なった園舎や施設等を

刈

命化を図るため、園舎

谷

及び施設等を補修する

市

補修したり延命化のた

事

めの予防的な修繕を行

務

。 う。

位
置
づ
け

関連計

事

画 刈谷市次世代育成行

業

動支援計画

根拠法令  

評

対象者 保育園児、保護

価

者 事業期間 ～

実施方法

シ

■直営　■委託　□指

ー

定管理　□補助・助成

ト

　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事

担

　
業
　
実
　
績

３０年度

当

実績 元年度実績 ２年度

部

実績 ３年度計画

・かり

次

がね保育園手洗い場　

世

・富士松南保育園フロ

代

ーリン ・さくら保育園

育

フローリング ・日高保

成

育園テラス床修繕
　床

部

、フローリング塗装、

一

屋 　グ塗装修繕 　塗装

般

修繕 ・おがきえ保育園

会

遊戯室舞台
　上防水修

計

繕 ・さくら保育園北園

園

舎調理室 ・かりがね保

舎

育園昇降式ス　 　幕修

補

繕
・双葉保育園フロー

修

リング塗 　塗床修繕 　

事

テージ修繕 ・あおば保

業

育園ダイノック　
　装

担

修繕 ・日高保育園南舎

当

階段ノンス ・あおば保

課

育園遊戯室他漏水 　シ

子

ート張替修繕
・東刈谷

ど

保育園調理室床修繕 　

も

リップ、トイレ床修繕

課

　修繕 ・あおば保育園

款

外壁改修
・おがきえ保

項

育園フローリン ・おが

目

きえ保育園避難階段塗

担

　グ塗装修繕 　装修繕

当

・あおば保育園外壁防

係

水修繕 ・あおば保育園

施

フローリング
　塗装、

設

階段手摺修繕
　老朽化

係

した園舎、施設等を補

3

修し、保育環境を良好

2

なものに改善するとと

3

もに、予防的に施設を保全し、施設の延命化

成果
を図ることができた。

　本事業は主に大規模ではない園舎、施設等の修繕を行うもの



績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 遊具改修数（基） 1 3 1 4 2
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 21,410 18,322 1,265 4,658 合計 1,265,438 円
需用費 521,838 円

財
　
源

特定財源 0 15,902 0 0 工事請負費 743,600 円

一般財源 21,410 2,420 1,265 4,658

職員人件費　② 694 693 672 678

総事業費（①＋②） 22,104 19,015 1,937 5,336

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 次

令

世代育成・子育て支援

和

施策体系
施策の内容 幼

２

稚園・保育園の整備・

年

充実

目
　
　
　
的

　保育

度

園の遊具等の安全性向

評

上や施設の延命

主
た
る

価

内
容

　老朽化により不

）

便になった屋外施設、

刈

遊具
化を図るため、屋

谷

外施設を整備する。 等

市

を改修したり、延命化

事

のための予防的な保
全

務

を行う。

位
置
づ
け

関連

事

計画

根拠法令  

対象者

業

保育園児、保護者 事業

評

期間 ～

実施方法 ■直営

価

　■委託　□指定管理

シ

　□補助・助成　□そ

ー

の他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　

名

実
　
績

３０年度実績 元

担

年度実績 ２年度実績 ３

当

年度計画

・遊具修繕 ・

部

遊具修繕 ・かりがね保

次

育園生垣改修工 ・富士

世

松北保育園滑り台設置

代

・東刈谷保育園園庭舗

育

装修繕 ・かりがね保育

成

園総合遊具パ 　事 　工

部

事
・おがきえ保育園滑

一

り台ロー 　ネル取替え

般

修繕 ※屋外施設整備事

会

業に移行 ・日高保育園

計

園庭外周フェン
　ラー

屋

取替修繕 ・あおば保育

外

園ウサギ小屋外 　ス改

施

修工事
・東刈谷保育園

設

園庭改修工事 　壁修繕

整

・かりがね保育園門扉

備

改修工
・おがきえ保育

事

園倉庫設置工 ・富士松

業

南保育園コンビネー 　

担

事
　事 　ション遊具改

当

修工事 ・あおば保育園

課

アスファルト
・さくら

子

保育園他樹木移植工 ・

ど

かりがね保育園砂場枠

も

改修 　改修工事
　事 　

課

工事
・かりがね保育園

款

新設駐車場 ・おがきえ

項

保育園フェンス扉
　生

目

垣改修工事で危険箇所

担

の迅速な修繕により、

当

安全性の向上に努める

係

ことができた。

成果

　

施

遊具の老朽化が多く見

設

られ、点検による指摘

係

も多い。今後、単年度

3

に経費が集中しないよ

2

う、順次更新や修繕計

3

画を立

て、より安心・安全な施設管理を実施する必要がある。
課題

　

指標名称（単位）
実



て事業を実施しているが、計画のあり方は市によって異なり、
他市との 当市では長寿命化に重点を置いている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,569 406 2,871 6,944 合計 2,871,000 円
工事請負費 2,871,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 4,569 406 2,871 6,944

職員人件費　② 694 693 672 678

総事業費（①＋②） 5,263 1,099 3,543 7,622

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

令

代育成・子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 幼稚

２

園・保育園の整備・充

年

実

目
　
　
　
的

　保育園

度

の良好な保育環境の維

評

持と施設の延

主
た
る
内

価

容

　老朽化により不便

）

になった設備を改修し

刈

た
命化を図るため、設

谷

備を改修する。 り、延

市

命化のための保全を行

事

う。

位
置
づ
け

関連計画

務

根拠法令

対象者 保育園

事

児、保護者 事業期間 ～

業

実施方法 ■直営　■委

評

託　□指定管理　□補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

３０年度実績 元年度実

名

績 ２年度実績 ３年度計

担

画

・かりがね保育園音

当

響設備改 ・日高保育園

部

南舎暖房便座設 ・おが

次

きえ保育園電話設備改

世

・富士松北保育園屋外

代

手洗い
　修 　置 　修工

育

事 　場設置工事
・慈友

成

保育園音響設備改修 ・

部

かりがね保育園温水シ

一

ャ　 ・富士松北保育園

般

他２園便器
・東刈谷保

会

育園音響設備改修 　ワ

計

ー設置工事 　改修工事

設

・東刈谷保育園防犯カ

備

メラ増 ・日高保育園屋

等

外シャワー設
　設 　置

改

工事
・おがきえ保育園

修

調理室給湯 ・かりがね

事

保育園保育室手洗
　管

業

改修 　い場設置工事

　

担

老朽化した設備を改修

当

し、保育環境を良好な

課

ものに改善するととも

子

に、予防的に施設を保

ど

全し、施設の延命化を

も

図るこ

成果
とができた

課

。

　建替え及び大規模

款

改造の実施により、改

項

修箇所は減少傾向にあ

目

る。しかし、空調機な

担

ど定期的に更新が必要

当

な設備につ

いては、公

係

共施設維持保全計画に

施

基づき、計画的に改修

設

を行う必要がある。
課

係

題

指標名称（単位）
実

3

績値 目標値

３０年度 元

2

年度 ２年度 ３年度 ５年

3

度

活動 改修箇所数（箇所） 5 1 2 4 7
指標

 
指標  ―――――――

　近隣市においても、施設保全計画に基づい



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,169 1,889 2,000 0 合計 1,999,800 円
需用費 1,999,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,169 1,889 2,000 0

職員人件費　② 694 693 672 0

総事業費（①＋②） 1,863 2,582 2,672 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

令

代育成・子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 幼稚

２

園・保育園の整備・充

年

実

目
　
　
　
的

　保育園

度

の良好な保育環境の維

評

持と施設の延

主
た
る
内

価

容

　老朽化により不便

）

になった設備を補修し

刈

た
命化を図るため、保

谷

育園設備を補修する。

市

り、延命化のための保

事

全を行う。

位
置
づ
け

関

務

連計画

根拠法令

対象者

事

保育園児、保護者 事業

業

期間 ～

実施方法 ■直営

評

　■委託　□指定管理

価

　□補助・助成　□そ

シ

の他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

３０年度実績 元

名

年度実績 ２年度実績 ３

担

年度計画

・かりがね保

当

育園３歳トイレ ・富士

部

松南保育園屋外ミスト

次

・日高保育園屋外シャ

世

ワー用 　
　内マルチシ

代

ンク取替修繕 　ポンプ

育

修繕 　給湯器取替修繕

成

　
・かりがね保育園屋

部

外灯修繕 ・富士松南保

一

育園他４園防犯 ・さく

般

ら保育園北園舎職員室

会

　
　カメラ用HDD取

計

替修繕 　空調機移設修

設

繕 　
・あおば保育園防

備

犯カメラ用 ・おがきえ

等

保育園照明器具取 　　

補

　―――――――
　H

修

DDレコーダー取替修

事

繕 　替修繕
・東刈谷保

業

育園調理室止水栓 ・お

担

がきえ保育園ダムウェ

当

ー
　取替修繕 　ター修

課

繕
・東刈谷保育園屋上

子

シャワー
　配管漏水等

ど

修繕
　消防設備やガス

も

設備等の設備を修繕し

課

、安全性の向上に努め

款

ることができた。

成果

項

　建替え及び大規模改

目

造の実施により、補修

担

箇所は減少傾向にある

当

が、耐用年数があるも

係

のは期間を考慮して更

施

新してい

く必要がある

設

。
課題

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

３０年

3

度 元年度 ２年度 ３年度

2

５年度

活動 補修箇所数

3

（箇所） 2 5 4 0 5
指標

指標

他市との
比較検証



蔵庫の更 ・給食担当者研修会の実施
・給食献立検討会の実施 ・給食担当者研修会の実施 新（東刈谷保育園） ・給食用食器の補充
・給食担当者研修会の実施 ・給食用食器の補充 ・給食献立検討会の実施
・給食用食器の補充 ・給食用食器の補充

　計画に基づき、消耗品の購入や厨房機器の更新を行った。また、給食献立検討会では、昨年度からの反省や現在の状況

成果
に合わせて給食の提供ができるよう改善した。

　アレルギー児の増加や、乳児枠拡大に伴う0歳児、1歳児の入所増加により、今後もアレルギー食、離乳食等の個々に応

じた給食の正確な提供が必要となる。また、定員枠拡大に伴う園児分の食器や破損した食器の補充も必要となる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 給食用食器の更新率（％） 100 100 100 100 100
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 135,095 130,916 131,

Ｄ

070 151,502

　

合計 131,069,

　

716 円
需用費 12

　

7,378,336 

Ｏ

円

財
　
源

特定財源 13

　

,496 32,931

　

57,447 68,3

∧

70 役務費 429,0

　

00 円
委託料 770

　

,000 円

一般財源

実

121,599 97,

　

985 73,623 8

　

3,132 備品購入費

施

2,492,380 

　

円

職員人件費　② 3,

　

086 4,005 4,

∨

480 2,260

総事業費（①＋②） 138,181 134,921 135,550 153,762

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 給食費徴収金
資源売却収入

４年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

令

育成・子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 保育・

２

幼児教育の充実

目
　
　

年

　
的

　発達段階に応じ

度

た給食を提供し、栄養

評

補給

主
た
る
内
容

　保育

価

園調理室で使用する消

）

毒液や手袋、マ
と心身

刈

の健全育成を目指し、

谷

円滑な保育園の スク等

市

の消耗品や厨房機器の

事

老朽化により機
給食運

務

営を図る。また、保育

事

園の給食調理業 能が低

業

下して支障をきたして

評

いる備品等の更
務及び

価

給食配膳業務が衛生的

シ

に行われるよう 新及び

ー

保育園の賄材料費等を

ト

支払い、給食運
環境を

（

改善し、園児に対し、

様

安全で衛生的な 営を行

式

う。
給食を提供するた

１

めに必要となる厨房機

）

器の
整備や配膳用物品

会

等を整備する。

位
置
づ

計

け

関連計画  

根拠法令

名

 

対象者 保育園児また

担

は給食担当職員 事業期

当

間 ～

実施方法 ■直営　

部

■委託　□指定管理　

次

□補助・助成　□その

世

他

代育成部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

給

　
績

３０年度実績 元年

食

度実績 ２年度実績 ３年

運

度計画

・厨房機器年間

営

保守委託　 ・厨房機器

事

年間保守契約 ・厨房機

業

器年間保守委託 ・厨房

担

機器年間保守委託
（富

当

士松南保育園他5園）

課

（富士松南保育園他6

子

園） （富士松南保育園

ど

他7園） （富士松南保

も

育園他7園）
・スチー

課

ムコンベクションオ ・

款

食器洗浄機の更新 ・消

項

毒保管庫の更新 ・パス

目

スルー冷凍冷蔵庫、製

担

ーブンの導入 （おがき

当

え保育園） （おがきえ

係

保育園） 氷機、ガス回

管

転釜の更新
（双葉、東

理

刈谷保育園） ・戸棚の

係

新規購入 ・扉付き配膳

3

車の新規購入 （おがき

2

え保育園）
・冷凍冷蔵

3

庫の更新 （かりがね保育園） （双葉保育園） ・給食献立検討会の実施
（かりがね保育園） ・給食献立検討会の実施 ・製氷機及び冷凍冷



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 83,061 98,957 120,755 120,755 合計 120,754,920 円
委託料 120,754,920 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 83,061 98,957 120,755 120,755

職員人件費　② 1,929 2,310 2,240 2,260

総事業費（①＋②） 84,990 101,267 122,995 123,015

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 次世代育成・子育て

和

支援
施策体系

施策の内

２

容 保育・幼児教育の充

年

実

目
　
　
　
的

　給食調

度

理業務は、少人数職種

評

で勤務体制を

主
た
る
内

価

容

　公立保育園の給食

）

調理業務を委託する。

刈

編成しにくい状況のた

谷

め、給食調理業務を委

市

託し経費等の効率化を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

務

画  

根拠法令  

対象者

事

事業者 事業期間 平成１

業

１年度 ～

実施方法 □直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

３０年度実績

名

元年度実績 ２年度実績

担

３年度計画

給食調理業

当

務委託 給食調理業務委

部

託 給食調理業務委託 給

次

食調理業務委託
（富士

世

松南、富士松北、慈友

代

（富士松南、富士松北

育

、慈友 （富士松南、富

成

士松北、慈友 （富士松

部

南、富士松北、慈友
、

一

双葉、さくら、日高、

般

東刈 、双葉、さくら、

会

日高、東刈 、双葉、さ

計

くら、日高、東刈 、双

給

葉、さくら、日高、東

食

刈
谷、かりがね保育園

調

） 谷、かりがね保育園

理

） 谷、かりがね保育園

業

） 谷、かりがね保育園

務

）

　直営の場合は、急

委

な体調不良や忌引き等

託

による調理員の欠員な

事

どに臨機応変な対応が

業

必要となるが、委託の

担

場合は確実

成果
な人員

当

配置ができている。

　

課

アレルギー食や離乳食

子

など細かい対応への依

ど

頼が増加していること

も

から、今後もさらなる

課

連携が必要となる。ま

款

た、受

託者側の賃金の

項

増加に伴う委託料の増

目

加が見込まれる。
課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

３０年度 元年

係

度 ２年度 ３年度 ５年度

管

活動 給食業務の委託割

理

合（％） 100 100

係

100 100 100
指

3

標
 

指標
 

他市との
比

2

較検証

3



事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 54,540 56,354 67,869 64,883 合計 67,868,647 円
需用費 36,879,008 円

財
　
源

特定財源 50,922 12 14 13 役務費 3,720,069 円
委託料 17,478,754 円

一般財源 3,618 56,342 67,855 64,870 使用料及び賃借料
4,841,741 円

職員人件費　② 3,703 3,697 3,584 3,616 備品購入費 4,639,360 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 58,243 60,051 71,453 68,499 交付金 309,715 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

令

代育成・子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 保育

２

・幼児教育の充実

目
　

年

　
　
的

　幼児園の円滑

度

な維持管理を行うため

評

、施設

主
た
る
内
容

　光

価

熱水費、修繕料、各種

）

の委託料、土地借
整備

刈

の保全に努め、幼児園

谷

児の快適な生活環 上料

市

等、円滑に幼児園を維

事

持管理する。
境を維持

務

する。

位
置
づ
け

関連計

事

画  

根拠法令  

対象者

業

公立幼保連携型認定こ

評

ども園（幼児園） 事業

価

期間 ～

実施方法 ■直営

シ

　■委託　□指定管理

ー

　□補助・助成　□そ

ト

の他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　

担

実
　
績

３０年度実績 元

当

年度実績 ２年度実績 ３

部

年度計画

光熱水費、修

次

繕料、各種委託 光熱水

世

費、修繕料、各種委託

代

光熱水費、修繕料、各

育

種委託 光熱水費、修繕

成

料、各種委託
料、土地

部

借上料等を支払い円 料

一

、土地借上料等を支払

般

い円 料、土地借上料等

会

を支払い円 料、土地借

計

上料等を支払い円
滑に

幼

幼稚園を維持管理した

児

。 滑に幼稚園を維持管

園

理した。 滑に幼児園を

管

維持管理した。 滑に幼

理

児園を維持管理する。

事

　円滑に幼児園を維持

業

管理することができた

担

。

成果

　今後も園児の

当

快適な生活環境を維持

課

するよう努めていく必

子

要がある。また、燃料

ど

費の高騰、夏季の高温

も

化に伴う光熱水

費、樹

課

木の高木化による剪定

款

委託料、施設・設備の

項

老朽化による修繕料等

目

の増加が予想される。

担

課題

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

３０年度

係

元年度 ２年度 ３年度 ５

施

年度

 
指標

 
指標

 
他

設

市との
比較検証

係

3 2 4

Ｃ
　



化が著しい園や箇所については、修

繕箇所は増加してきている。単年度に経費が集中しないよう順次修繕計画を立てていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 補修箇所数（箇所） 10 5 4 4 5
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,985 5,469 7,478 3,600 合計 7,477,800 円
需用費 7,477,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 4,985 5,469 7,478 3,600

職員人件費　② 617 616 597 603

総事業費（①＋②） 5,602 6,085 8,075 4,203

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

令

育成・子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 幼稚園

２

・保育園の整備・充実

年

目
　
　
　
的

　幼児園の

度

良好な保育環境の維持

評

と施設の延

主
た
る
内
容

価

　老朽化により不便に

）

なった園舎や施設等を

刈

命化を図るため、園舎

谷

及び施設等を補修する

市

補修したり延命化のた

事

めの予防的な修繕を行

務

。 う。

位
置
づ
け

関連計

事

画 刈谷市次世育成行動

業

支援計画

根拠法令  

対

評

象者 幼児園児、保護者

価

事業期間 ～

実施方法 ■

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

３０年度実

当

績 元年度実績 ２年度実

部

績 ３年度計画

・刈谷幼

次

稚園給食室電動　　 ・

世

富士松北幼稚園廊下床

代

修繕 ・かりがね幼児園

育

多目的ホー ・平成幼児

成

園ホール・廊下床
　シ

部

ャッター修繕 ・かりが

一

ね幼稚園保育室等床 　

般

ル・廊下床修繕 　修繕

会

・かりがね幼稚園トッ

計

プライ 　修繕 ・富士松

園

南幼児園保育室等床 ・

舎

小垣江幼児園保育室等

補

床修
　ト取替修繕 ・朝

修

日幼稚園北園舎テラス

事

床 　修繕 　繕
・衣浦幼

業

稚園給食室漏水修繕 　

担

修繕 ・朝日幼児園南園

当

舎テラス床 ・小垣江幼

課

児園手洗い場壁修
・富

子

士松北幼稚園保育室他

ど

床 ・富士松北幼稚園オ

も

ープンス 　修繕 　繕
　

課

修繕 　ペース日よけ修

款

繕 ・小垣江幼児園テラ

項

ス床修繕 ・双葉幼児園

目

南園舎上裏修繕
・富士

担

松南幼稚園給食室電動

当

・日高幼稚園給食室シ

係

ャッ　
　シャッター修

施

繕 　ター修繕

　老朽化

設

した園舎、施設等を補

係

修し、保育環境を良好

3

なものに改善するとと

2

もに、予防的に施設を

4

保全し、施設の延命化

成果
を図ることができた。

　本事業は主に大規模ではない園舎、施設等の修繕を行うものであるが、近年、老朽



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

令

代育成・子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 保育

２

・幼児教育の充実

目
　

年

　
　
的

合併し不要にな

度

った幼児園用地の用途

評

変更を

主
た
る
内
容

老朽

価

化した園舎の取壊しを

）

行う。
行う。

位
置
づ
け

刈

関連計画

根拠法令

対象

谷

者 事業期間 ～

実施方法

市

■直営　□委託　□指

事

定管理　□補助・助成

務

　□その他

事業評価シート （

Ｂ
　
事

様

　
業
　
実
　
績

３０年度

式

実績 元年度実績 ２年度

１

実績 ３年度計画

　 　 重

）

原幼児園 重原幼児園
　

会

　 住吉幼児園
　 　
　 　

計

　　　―――――――

名

　　　―――――――

担

成果

課題

指標名称（単

当

位）
実績値 目標値

３０

部

年度 元年度 ２年度 ３年

次

度 ５年度

活動 園舎数（

世

園） 1 ２
指標
活動
指標

代

他市との
比較検証

育成部

一般会計
園

Ｃ

舎

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

取

単位：千円
３０年度 元

壊

年度 ２年度 ３年度 ２年

し

度

（決算） （決算） （

事

決算） （予算） 事業費

業

内訳

事業費　① 0 0 0

担

90,990 合計 0 

当

円

財
　
源

特定財源 0 0

課

0 72,790

一般財

子

源 0 0 0 18,200

ど

職員人件費　② 0 0 0

も

1,657

総事業費（

課

①＋②） 0 0 0 92,

款

647

建
設
事
業

全体事

項

業費（単位：千円） 0

目

２年度特定財源名称

２

担

年度までの累積事業費

当

0

４年度以降の事業費

係

見込 0

施設係

3 2 4



よる指摘も多い。今後、単年度に経費が集中しないよう、順次更新や修繕計画を立

て、より安心・安全な施設管理を実施する必要がある。
課題

　また、駐車場としての敷地が確保できない園については、今後の運営について検討が必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 遊具改修数（基） 1 4 4 2 2
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 57,930 356,811 15,978 7,427 合計 15,977,976 円
需用費 8,825,776 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 7,152,200 円

一般財源 57,930 356,811 15,978 7,427

職員人件費　② 694 1,463 1,419 1,431

総事業費（①＋②） 58,624 358,274 17,397 8,858

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 次

令

世代育成・子育て支援

和

施策体系
施策の内容 幼

２

稚園・保育園の整備・

年

充実

目
　
　
　
的

　幼児

度

園の遊具等の安全性向

評

上や施設の延命

主
た
る

価

内
容

○老朽化した幼児

）

園の屋外施設、遊具等

刈

の改
化を図る。 修

○幼

谷

児園の屋外施設、遊具

市

等の延命化のため
の予

事

防的な保全

位
置
づ
け

関

務

連計画

根拠法令  

対象

事

者 幼児園児、保護者 事

業

業期間 ～

実施方法 ■直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

３０年度実績

名

元年度実績 ２年度実績

担

３年度計画

・刈谷幼稚

当

園フェンス修繕 ・衣浦

部

幼稚園通用門取替修繕

次

・朝日幼児園給食搬入

世

門扉取 ・富士松北幼児

代

園屋外時計取
・衣浦幼

育

稚園砂場縁石修繕 ・刈

成

谷幼稚園他グローブジ

部

ャ 　替修繕 替修繕
・富

一

士松南幼稚園園庭側溝

般

蓋 　ングル修繕 ・朝日

会

・小垣江幼児園屋外下

計

・かりがね幼児園遊具

屋

改修工
　修繕 ・井ケ谷

外

幼稚園駐車場等造成 　

施

足入れ修繕 事
・富士松

設

北幼稚園中庭人工芝 　

整

工事 ・東刈谷幼児園他

備

３園遊具修 ・富士松南

事

幼児園総合遊具改
　修

業

繕 ・双葉幼稚園駐車場

担

等造成工 　繕 修工事
・

当

富士松北幼稚園土山修

課

繕 　事 ・刈谷幼児園駐

子

車場整備工事 ・東刈谷

ど

幼児園側溝改修工事
・

も

小高原幼稚園うさぎ小

課

屋修 ・刈谷幼稚園他砂

款

場木枠改修 ・平成幼児

項

園インターロッキ ・か

目

りがね幼児園園舎裏扉

担

設
　繕 　工事 　ング改

当

修工事　　　　　等 置

係

工事
※屋外施設整備事

施

業に移行
　遊具点検等

設

で指摘を受けた遊具の

係

危険箇所の迅速な修繕

3

により、安全性の向上

2

に努めることができた

4

。

成果
　また、幼児園１園の駐車場整備を行った。

　遊具の老朽化が多く見られ、点検に



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,479 16,889 23,301 28,152 合計 23,300,750 円
報酬 15,113,447 円

財
　
源

特定財源 0 250 11,187 5,687 職員手当等 2,036,558 円
旅費 423,310 円

一般財源 15,479 16,639 12,114 22,465 需用費 5,727,435 円

職員人件費　② 77 77 75 753

総事業費（①＋②） 15,556 16,966 23,376 28,905

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 教育支援体制整備事業費交付
金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

令

育成・子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 保育・

２

幼児教育の充実

目
　
　

年

　
的

　安全な幼児園給

度

食提供を行うため、給

評

食用

主
た
る
内
容

　幼児

価

園の給食実施に伴う臨

）

時配膳に係る会
消耗品

刈

の購入等を行う。 計年

谷

度任用職員の雇用、給

市

食用消耗品の購入
、細

事

菌検査等を行う。

位
置

務

づ
け

関連計画  

根拠法

事

令  

対象者 幼児園児 事

業

業期間 平成１１年度 ～

評

実施方法 ■直営　■委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

３０年度実績 元年度実

担

績 ２年度実績 ３年度計

当

画

安全衛生に留意した

部

マニュア 安全衛生に留

次

意したマニュア 安全衛

世

生に留意したマニュア

代

安全衛生に留意したマ

育

ニュア
ルのもとに実施

成

ルのもとに実施 ルのも

部

とに実施 ルのもとに実

一

施　
職員の細菌検査 職

般

員の細菌検査 牛乳アレ

会

ルギーへの対応 牛乳ア

計

レルギーへの対応
（月

給

1回実施）　　 （月1

食

回実施）　　 ※職員の

運

細菌検査は一般事務
　

営

　 　費事業に移行
　牛

事

乳アレルギーへの対応

業

　牛乳アレルギーへの

担

対応

　給食事業に必要

当

な消耗品の購入や衛生

課

に留意した設備の管理

子

等をし、安全な給食が

ど

提供できている。　

成

も

果
　マニュアルの見直

課

しを毎年行い、常に、

款

安全安心な給食が提供

項

できている。

　様々な

目

アレルギーのある幼児

担

がいるため、安全への

当

留意や対応に心がけ、

係

保護者との連携を充分

施

に図っていく必要があ

設

る。
課題

指標名称（単

係

位）
実績値 目標値

３０

3

年度 元年度 ２年度 ３年

2

度 ５年度

 
指標

 
指標

4

 
他市との
比較検証



用費 330,457 円

一般財源 1,681 1,509 1,900 2,381

職員人件費　② 1,543 1,540 0 0

総事業費（①＋②） 3,224 3,049 1,900 2,381

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 次世代育成・子育て

和

支援
施策体系

施策の内

２

容 保育・幼児教育の充

年

実

目
　
　
　
的

少子化や

度

子育てを巡る様々な問

評

題に対し、地

主
た
る
内

価

容

保護者に対する教育

）

相談や幼児教育に関す

刈

る
域の方を幼児園で行

谷

う講演会や親子触れ合

市

い 各種講座を開催する

事

。
遊びなどの講座を提

務

供することで、子育て

事

の
支援をするとともに

業

、地域全体の教育の向

評

上
を図る。

位
置
づ
け

関

価

連計画

根拠法令

対象者

シ

小学校入学前の子ども

ー

とその保護者 事業期間

ト

平成１２年度 ～

実施方

（

法 ■直営　□委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

次

事
　
業
　
実
　
績

３０年

世

度実績 元年度実績 ２年

代

度実績 ３年度計画

　 　

育

　 全幼児園15園で実

成

施
　 　 　 5月から3月

部

までの22回実施の
　

一

　 　 べ利用者数6,6

般

00人（1園1回あ
　

会

　 　 たり平均利用者数

計

20人）
　　　―――

地

―――― 　　　―――

域

―――― 　　　―――

子

――――

成果

課題

指標

育

名称（単位）
実績値 目

て

標値

３０年度 元年度 ２

支

年度 ３年度 ５年度

活動

援

実施回数（回） 22 2

事

2
指標
活動 利用者数（

業

人） 6,600 6,8

担

00
指標

他市との
比較

当

検証

課 子ども課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

担

　
ス
　
ト

単位：千円
３

当

０年度 元年度 ２年度 ３

係

年度 ２年度

（決算） （

幼

決算） （決算） （予算

児

） 事業費内訳

事業費　

園

① 1,681 1,50

係

9 1,900 2,38

3

1 合計 1,900,0

2

73 円
報償費 1,5

4

69,616 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需



活動 大規模改造設計（園） 0 0 0 0 2
指標
成果 屋上防水又は外壁改修工事（園） 0 4 0 0 0
指標

　近隣市においても、施設保全計画に基づいて事業を実施しているが、計画のあり方は市によって異なり、
他市との 当市では長寿命化に重点を置いている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,300 49,689 12,868 0 合計 12,867,800 円
工事請負費 12,867,800 円

財
　
源

特定財源 0 45,580 12,868 0

一般財源 3,300 4,109 0 0

職員人件費　② 694 693 672 0

総事業費（①＋②） 3,994 50,382 13,540 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

令

代育成・子育て支援
施

和

策体系
施策の内容 幼稚

２

園・保育園の整備・充

年

実

目
　
　
　
的

　昭和4

度

0年代前半から順次建

評

築され、老朽化

主
た
る

価

内
容

○老朽化した幼稚

）

園園舎、施設等の改修

刈

している幼稚園の園舎

谷

等を比較的大規模に改

市

○幼稚園園舎、施設等

事

の延命化のための予防

務

修することにより、保

事

育環境の維持と施設の

業

　保全
延命化を図る。

評

位
置
づ
け

関連計画

根拠

価

法令  

対象者 幼稚園児

シ

、保護者 事業期間 ～

実

ー

施方法 ■直営　■委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

部

０年度実績 元年度実績

次

２年度実績 ３年度計画

世

・刈谷幼稚園他４園小

代

荷物昇 ・富士松南幼稚

育

園外壁改修工 ・かりが

成

ね幼稚園屋上防水改 　

部

　降機部品取替工事 　

一

事 　修工事 　
・平成幼

般

稚園他１園小荷物昇 ・

会

富士松北幼稚園外壁改

計

修工 　
　降機改修工事

園

　事 　
・かりがね幼稚

舎

園ルーバー撤 ・朝日幼

改

稚園外壁改修工事 　　

修

　―――――――
　去

事

工事 ・小高原幼稚園他

業

１園小荷物
　昇降機改

担

修工事
・かりがね幼稚

当

園屋上防水改
　修工事

課

　老朽化した園舎、施

子

設等を改修し、保育環

ど

境を良好なものに改善

も

するとともに、予防的

課

に施設を保全し、施設

款

の延命化

成果
を図るこ

項

とができた。

　本事業

目

は主に園舎、施設等の

担

大規模な改修を行うも

当

のであるが、大規模改

係

造の実施により、改修

施

箇所は減少傾向にある

設

。しかし今後も外壁改

係

修や屋上防水のように

1

定期的に改修が必要な

0

箇所については、公共

5

施設維持保全計画に基

1

づき、計
課題

画的に改修を行う必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度


